金融機関向け


令和　　年　　月　　日
中小企業新事業進出補助金事務局御中

【金融機関】					
所在地				
名称				
代表者役職				
代表者氏名				


「中小企業新事業進出促進事業」に係る金融機関による確認書

本確認書は、金融機関等から資金提供を受けて補助事業を実施する場合の事業計画に係る
金融機関向けの確認書です。

	記
事業者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




上記の事業計画の策定に協力を行い、内容は中小企業庁が定める新事業進出指針に沿った取組であり、成果目標の達成が見込まれることを確認しました。

【金融機関】
担当者氏名：							 
本店/支店名：					    
所属部署：							 
電話番号：							 
担当者メールアドレス：							 

· 代表者氏名欄に記入する氏名は、記載する金融機関の内部規定等により判断してください
· 本確認書は、融資の確約を前提としたものではありません
· なお、場合によっては当事務局より金融機関担当者へご連絡させていただきます


[bookmark: _Hlk163664413]※以下は任意で記載してください

(1) 新事業進出による成果が見込まれると判断する理由
	新事業進出による成果が見込まれると
判断する理由
	事業計画書に対する助言や改善提案を行った内容等があれば記載してください

	



	





· 事業計画の客観的な評価がある場合（技術や手法等について、公的機関又はこれに準ずる機関等からの技術評価やビジネス評価を受けている場合、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新の承認を受けている場合等）には、その内容も含めて記載してください

(2) 支援計画
	支援計画（予定）

	

	

	

	

	

	

	



· 金融機関等におかれましては、申請事業者が、補助事業を円滑に遂行できるよう、必要に応じて、事業実施の支援をお願いいたします。すでに支援の計画がある場合は、その内容を記載してください
· 事業計画期間中、事務局が事業化状況報告書等の内容を基に、金融機関等の支援状況やフォローアップ状況等を調査し、その結果を公表する場合があります


記入例
金融機関向け


令和X年XX月XX日
中小企業新事業進出補助金事務局御中

【金融機関】					
所在地   東京都千代田区 X-X金融機関の情報を
記載してください。

名称   新事業進出銀行　　
代表者役職   代表取締役頭取　　
代表者氏名   銀行 太郎　　　　 


「中小企業新事業進出促進事業」に係る金融機関による確認書

本確認書は、金融機関等から資金提供を受けて補助事業を実施する場合の事業計画に係る
金融機関向けの確認書です。資金提供する事業者名と事業計画名を記載してください。


	記
事業者名　：株式会社新事業進出
事業計画名：○○技術を活用した○○向け○○部品の企画・製造・販売事業




上記の事業計画の策定に協力を行い、内容は中小企業庁が定める新事業進出指針に沿った取組であり、成果目標の達成が見込まれることを確認しました。

【金融機関】金融機関の担当者情報を記載してください。

担当者氏名：銀行 花子
本店/支店名：東京中央支店
所属部署：法人営業部 
電話番号：03-1234-5678
担当者メールアドレス：hanako.ginkou@shinjigyo-bank.co.jp

· 代表者氏名欄に記入する氏名は、記載する金融機関の内部規定等により判断してください
· 本確認書は、融資の確約を前提としたものではありません
· なお、場合によっては当事務局より金融機関担当者へご連絡させていただきます


※以下は任意で記載してください

1. 新事業進出による成果が見込まれると判断する理由新事業進出による成果が見込まれると判断する理由と、事業計画書に対する助言や改善提案を行った場合はその内容について、任意で記載してください。

	新事業進出による成果が見込まれると
判断する理由
	事業計画書に対する助言や改善提案を行った内容等があれば記載してください

	本事業は地域資源を活用した海外市場への進出を目的としており、既存の販路拡大と雇用創出が期待される。事業者は過去に複数の地域連携プロジェクトを成功させており、実行力と市場理解に優れていると判断した。
	資金調達計画の明確化、海外展開におけるリスク管理体制の強化、現地パートナーとの契約内容の精査について助言を行った。また、収益予測の根拠資料の追加を提案した。


· 事業計画の客観的な評価がある場合（技術や手法等について、公的機関又はこれに準ずる機関等からの技術評価やビジネス評価を受けている場合、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新の承認を受けている場合等）には、その内容も含めて記載してください

1. 支援計画
	支援計画（予定）

	

	本事業に対して、事業資金として1,500万円の融資を予定しており、加えて経営支援担当者による定期的なモニタリングとアドバイザリーを実施する予定。すでに支援の計画がある場合は、その内容を記載してください。


	

	

	

	

	



· 金融機関等におかれましては、申請事業者が、補助事業を円滑に遂行できるよう、必要に応じて、事業実施の支援をお願いいたします。すでに支援の計画がある場合は、その内容を記載してください
· 事業計画期間中、事務局が事業化状況報告書等の内容を基に、金融機関等の支援状況やフォローアップ状況等を調査し、その結果を公表する場合があります

